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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 39,743 △14.3 2,017 8.6 2,145 △4.7 △591 ―
21年3月期 46,358 △11.3 1,858 △59.5 2,251 △56.2 △1,478 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △23.73 ― ― 2.5 5.1
21年3月期 △59.33 ― ― 2.3 4.0

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  △241百万円 21年3月期  △6百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 83,077 23,054 11.8 392.71
21年3月期 90,463 23,106 11.4 412.61

（参考） 自己資本   22年3月期  9,785百万円 21年3月期  10,281百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 2,899 1,722 △2,092 11,206
21年3月期 1,840 △973 △3,913 8,678

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

19,200 △1.6 950 91.2 550 15.7 △150 ― △6.02

通期 41,000 3.2 3,300 63.6 2,700 25.8 700 ― 28.09



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 24,922,600株 21年3月期 24,922,600株
② 期末自己株式数 22年3月期  5,478株 21年3月期  5,118株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 27,214 △17.2 △573 ― △869 ― △380 ―
21年3月期 32,880 △12.9 △572 ― △864 ― △2,111 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △15.27 ―
21年3月期 △84.73 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 44,133 1,139 2.6 45.75
21年3月期 49,351 1,530 3.1 61.44

（参考） 自己資本 22年3月期  1,139百万円 21年3月期  1,530百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
なお、業績予想の前提条件、その他関連する事項については、添付資料３ページの「経営成績」を参照してください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

12,700 △2.2 30 ― △250 ― △260 ― △10.43

通期 27,500 1.1 700 ― 150 ― 50 ― 2.01



(1）経営成績に関する分析 

当期のわが国経済は、一部で景気の悪化に底打ちの兆しが見られるものの、厳しい雇用環境や設備投資の低迷は

依然として続いており、先行きの不透明感が残る状況で推移しました。  

このような経済情勢のもとで、当社グループは、総力をあげて積極的な営業活動を展開するとともに、事業活動

全般にわたる徹底した効率化、合理化を推進して業績の向上に努めてまいりましたが、印刷業界における受注競争

激化や人材事業においての求人広告市場の急激な縮小の影響等により厳しい状況となりました。  

その結果、連結売上高 百万円（前期比 ％減）連結営業利益 百万円(前期比 ％増)、連結経常

利益 百万円(前期比 ％減)、連結純損益は、固定資産売却損等の計上もあり連結当期純損失 百万円

（前期純損失 百万円）となりました。 

  

事業別売上状況は、次のとおりであります。  

・印刷関連事業におきましては、印刷物の需要減少や受注競争の激化による受注単価の下落や原材料価格の高騰等

の影響で引き続き厳しい状況となりました。また、出版市場が縮小傾向にある中、新刊受注および新規開拓等に努

め受注確保に取り組んでまいりましたが、売上高は235億41百万円（前年同期比 ％減）となりました。  

・人材関連事業におきましては、景気悪化に伴う求人広告市場の急激な縮小等により、売上高は26億5百万円（前

年同期比 ％減）となりました。 

・出版関連事業におきましては、引き続き厳しい環境であり、売上高は29億77百万円（前年同期比 ％減）とな

りました。  

・葬祭関連事業におきましては、葬儀の簡素化や小規模化等が続いておりますが、売上高は77億80百万円（前年同

期比 ％減）となりました。  

・ゴルフ場関連事業におきましては、海外子会社等の売却等もあり、売上高は28億36百万円（前年同期比 ％

減）となりました。 

  

今後の見通しにつきましては、世界景気は緩やかながら持ち直しの兆しも見られますが、当社グループを取り巻

く環境につきましては、依然厳しい状況ではありますが、効率化、合理化に努め、一層のコストダウンを図り経営

強化に努めてまいります。  

また、当社グループ間の連携によりビジネスの拡大を図り、積極的な営業展開を行い、収益力の向上と財務体質

の強化にも努力してまいります。  

現時点における通期の見通しにつきましては、連結売上高 億円、連結営業利益 億円、連結経常利益 億

円、連結当期純利益 億円を見込んでおります。 

１．経営成績

397億43 14.3 20億17 8.6

21億45 4.7 5億91

14億78

12.9

48.0

5.7

0.7

14.5

410 33 27

7



(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債、純資産の状況  

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少しております。主な要因

は固定資産の「有形固定資産」が 百万円減少したこと等によるものであります。  

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少しております。主な要因

は、預り入会金が 百万円減少したこと等によるものであります。  

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて 百万円減少しております。主な要因

は、当期純損失を 百万円計上したこと等によるものであります。この結果、自己資本比率は ％となりま

した。 

② キャッシュ・フロー状況  

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比

べ 百万円（前年同期比 ％増）増加し、当連結会計年度末には 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、 百万円（同 ％増）となりました。これ

は、税金等調整前当期純利益が 百万円と増益であったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における投資活動による資金の増加は、 百万円となりました。これは、長期未収入金

の回収による 百万円の収入があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、 百万円となりました。これは主に、借入金等

の返済によるものであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移   

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
（注３）キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業キャッシュ・フローを利用しております。 

有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお
ります。 
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

   

7,386

6,397

7,334

5,739

52

591 11.8

2,528 29.1 11,206

2,899 57.6

1,106

1,722

1,183

2,092

  平成19年３月期  平成20年３月期  平成21年３月期  平成22年３月期  

自己資本比率（％）  16.2  13.3  11.4  11.8

時価ベースの自己資本比

率（％） 
 15.2  15.5  5.2  5.5

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
 8.3  8.4  18.1  10.9

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 5.7  4.9  2.3  3.8



  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への安定的な利益還元を行うことを基本に、企業体質の強化を図り内部留保にも努め、業績

等を勘案した適正な配当を行うことを基本方針としております。 

内部留保資金につきましては、今後も予想される業界の競争激化に備え、企業体質の強化や設備等の有効な投資

に充当する方針であり、そのことが将来的には収益の向上を通して、株主の皆様へのより安定的な利益還元につな

がると考えております。 

しかしながら、当期の配当金につきましては、当期純損失を計上したこと等により、誠に遺憾ながら無配とさせ

ていただきます。また、次期の配当金につきましても現時点では厳しい状況と認識しており、誠に遺憾ながら無配

継続とさせていただきます。 

(4）事業のリスク 

事業の状況、経理の状況に関する事項のうち投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には以下の

ものがあります。 

① 価格競争 

当社グループには、競争的な産業があり、競合会社の中には相当の製造販売の資源を有している会社が存在し

ております。このような事から急激な景気後退やそれに伴う需要の縮小による価格競争激化等により、業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

② 法的規制について 

当社グループの葬祭関連事業において、火葬場を運営しているため「墓地、埋葬等に関する法律」により、法

的規制を受けております。今後、新たに法的規制が設けられる場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

③ 天候による影響 

当社グループは、ゴルフ場を運営しており、各地域の繁忙期に予想以上の天候不順が続いた場合入場者数が減

少し、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 為替レートの変動 

当社グループは海外でゴルフ場等を運営しており、各地域における売上、費用、資産等の現地通貨建ての項目

は、連結財務諸表の作成のため円換算されております。換算時のレートにより、元の現地通貨における価値が変

わらなかったとしても、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。 

⑤ 個人情報について 

個人情報の保有につきましては、プライバシーマークを取得し細心の注意を払っておりますが、万一得意先等

の情報が漏洩したときは、信用を失うこととなり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 減損会計 

当社グループはゴルフ場を運営しておりまが、ゴルフ業界を取り巻く環境は依然厳しく、地価の動向及び対象

となる固定資産の収益状況によって業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 財務体質 

当社グループは、投資及び設備投資の一部を、主として金融機関からの借入金及び社債の発行により調達して

おり、有利子負債への依存度が高い水準にあります。今後、現行の金利水準が変動した場合は、業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 



当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社14社、関連会社等２社により構成されており、主と

して印刷関連事業のほか、人材関連事業、出版関連事業、葬祭関連事業、ゴルフ場関連事業を行っております。事業

内容及び当社と関連会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

 
（注）１.○印は、連結子会社  ※印は、持分法適用会社等 

２.その他、非連結子会社で持分法非適用会社２社、持分法非適用関連会社２社があります。 

  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

当社は時代とともに変化するお客様のニーズに、高品質のサービスでお応えし続けることを経営の基本方針とし

ております。創業の精神である「進取の精神」を社員全員の合言葉とし、時代や環境の変化にすばやく対応できる

経営基盤、企業風土を作り上げ、企業価値を向上し、社会に貢献できる企業を目指します。 

また、お客様に喜んでいただくことを社員全員が「至上の喜び」とし、社内外のあらゆるリソースの活用によ

り、技術・サービスの改善に取り組んでまいります。  

  

(2）目標とする経営指標 

当社の営む事業は、印刷、IT、出版、人材サービス、葬祭、ゴルフと多岐に亘っており、目指す指標はそれぞれ

異なりますが、経営の効率化を図り、企業価値の向上を図るため、売上高営業利益率を主たる経営指標としており

ます。  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、創業以来の主力事業である印刷事業を基盤に、「高いデータ処理能力」「コンテンツの制作能力」を培

ってまいりました。  

その強みを活かし、「システムの構築・運用事業」「Webコンテンツの制作」等、IT関連の事業分野にも事業領

域を拡大しております。  

また、それら技術の応用範囲を広めるべく、「映像」「イベントプロデュース」等にも事業分野を拡大しており

ます。  

当社は、印刷事業を主業務とする企業として、情報伝達媒体としての「紙」はもとより「Web」「映像」に関す

る技術を有する数少ない企業であり、今後、より技術力を高め、情報加工・発信分野での「ワンストップ・トータ

ル・ソリューション」を展開できる企業へ成長してまいります。  

また、求人、研修等の人材サービス事業とあわせ、お客様の事業が成長するために必要な、人材とセールスプロ

モーションを総合的に支援する企業へと成長してまいります。  

  

(4）会社の対処すべき課題 

当社の基幹事業である印刷事業は成熟産業であり、事業基盤が安定している一方で、成長性の低い事業となって

おります。また、近年のIT化の進展、特にインターネットの普及により、産業構造が大きく変化しております。  

当社は、印刷事業で築いた技術や出版社等の顧客基盤をベースに、大量データ処理システムの構築・運用事業

や、Webインテグレーション事業に事業領域を拡大し、時代の変化に即した事業展開を進め、収益性の改善に注力

しております。  

また、内部統制、コンプライアンス体制の強化はもとより、個人情報の保護や環境負荷の少ない材料、技術の導

入に積極的に取り組み、企業の社会的責任を全うし、法と社会倫理に即した企業理念を実践してまいります。  

   

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,678 11,206

受取手形及び売掛金 9,715 8,257

有価証券 500 －

商品及び製品 782 771

仕掛品 568 472

原材料及び貯蔵品 171 157

その他 3,325 2,173

貸倒引当金 △1,659 △1,273

流動資産合計 22,081 21,765

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 47,237 44,118

減価償却累計額 △30,051 △28,047

建物及び構築物（純額） 17,186 16,070

機械装置及び運搬具 19,141 17,460

減価償却累計額 △15,764 △14,428

機械装置及び運搬具（純額） 3,377 3,032

土地 25,869 21,911

工具、器具及び備品 5,539 5,487

減価償却累計額 △1,741 △1,754

工具、器具及び備品（純額） 3,797 3,733

コース勘定 5,618 4,387

減価償却累計額 △213 △338

コース勘定（純額） 5,404 4,048

その他 936 1,545

減価償却累計額 △58 △225

その他（純額） 878 1,319

有形固定資産合計 56,512 50,115

無形固定資産 1,385 1,370

投資その他の資産   

投資有価証券 5,425 5,238

長期貸付金 1,940 1,693

繰延税金資産 174 182

その他 4,855 5,076

貸倒引当金 △2,087 △2,526

投資その他の資産合計 10,309 9,664

固定資産合計 68,207 61,150

繰延資産 174 160



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産合計 90,463 83,077

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,410 2,956

短期借入金 9,528 11,379

1年内返済予定の長期借入金 5,579 5,309

1年内償還予定の社債 1,795 790

未払法人税等 431 763

賞与引当金 546 440

返品調整引当金 75 61

その他 2,312 2,528

流動負債合計 23,680 24,228

固定負債   

社債 1,700 1,260

長期借入金 14,655 12,648

リース債務 － 1,074

繰延税金負債 2,620 2,555

再評価に係る繰延税金負債 1,091 1,012

退職給付引当金 393 365

役員退職慰労引当金 389 397

預り入会金 21,443 15,704

その他 1,382 776

固定負債合計 43,676 35,794

負債合計 67,357 60,023

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,806 9,806

利益剰余金 2,191 1,537

自己株式 △4 △4

株主資本合計 11,994 11,339

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 344 458

土地再評価差額金 △1,531 △1,468

為替換算調整勘定 △525 △544

評価・換算差額等合計 △1,712 △1,554

少数株主持分 12,825 13,268

純資産合計 23,106 23,054

負債純資産合計 90,463 83,077



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高 46,358 39,743

売上原価 32,892 28,215

売上総利益 13,465 11,527

販売費及び一般管理費 11,607 9,510

営業利益 1,858 2,017

営業外収益   

受取利息 122 115

受取賃貸料 338 94

負ののれん償却額 565 565

償還差益 379 357

その他 388 232

営業外収益合計 1,793 1,365

営業外費用   

支払利息 800 748

賃貸費用 375 122

持分法による投資損失 － 241

その他 225 123

営業外費用合計 1,401 1,236

経常利益 2,251 2,145

特別利益   

固定資産売却益 51 12

関係会社株式売却益 500 476

投資有価証券売却益 － 362

その他 19 8

特別利益合計 571 860

特別損失   

固定資産売却損 189 1,165

固定資産除却損 168 99

債権売却損 572 －

減損損失 481 8

貸倒引当金繰入額 － 380

投資有価証券評価損 1,431 4

その他 168 240

特別損失合計 3,012 1,900

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△190 1,106

法人税、住民税及び事業税 1,074 1,240

法人税等調整額 △272 △180

法人税等合計 801 1,059

少数株主利益 486 637

当期純損失（△） △1,478 △591



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,806 9,806

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,806 9,806

資本剰余金   

前期末残高 4,563 －

当期変動額   

欠損填補 △4,563 －

当期変動額合計 △4,563 －

当期末残高 － －

利益剰余金   

前期末残高 △1,315 2,191

当期変動額   

欠損填補 4,563 －

当期純損失（△） △1,478 △591

連結範囲の変動 △40 －

土地再評価差額金の取崩 463 △62

当期変動額合計 3,507 △654

当期末残高 2,191 1,537

自己株式   

前期末残高 △3 △4

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △4 △4

株主資本合計   

前期末残高 13,050 11,994

当期変動額   

当期純損失（△） △1,478 △591

連結範囲の変動 △40 －

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 463 △62

当期変動額合計 △1,056 △654

当期末残高 11,994 11,339



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 667 344

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △323 113

当期変動額合計 △323 113

当期末残高 344 458

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,068 △1,531

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △463 62

当期変動額合計 △463 62

当期末残高 △1,531 △1,468

為替換算調整勘定   

前期末残高 792 △525

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,318 △18

当期変動額合計 △1,318 △18

当期末残高 △525 △544

評価・換算差額等合計   

前期末残高 392 △1,712

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,105 158

当期変動額合計 △2,105 158

当期末残高 △1,712 △1,554

少数株主持分   

前期末残高 12,416 12,825

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 409 443

当期変動額合計 409 443

当期末残高 12,825 13,268



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 25,859 23,106

当期変動額   

当期純損失（△） △1,478 △591

連結範囲の変動 △40 －

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 463 △62

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,696 601

当期変動額合計 △2,752 △52

当期末残高 23,106 23,054



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△190 1,106

減価償却費 2,638 2,575

減損損失 481 －

引当金の増減額（△は減少） △392 288

受取利息及び受取配当金 △204 △186

支払利息 800 748

関係会社株式売却損益（△は益） △500 △476

投資有価証券評価損益（△は益） 1,431 －

固定資産売却損益（△は益） － 1,152

債権売却損 572 －

売上債権の増減額（△は増加） 829 817

たな卸資産の増減額（△は増加） 422 115

仕入債務の増減額（△は減少） △428 △452

預り入会金の増減額（△は減少） △908 △596

その他 △628 △720

小計 3,922 4,371

利息及び配当金の受取額 204 186

利息の支払額 △805 △764

法人税等の支払額 △1,481 △894

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,840 2,899

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △772 △51

投資有価証券の売却による収入 13 764

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,700 △1,539

有形及び無形固定資産の売却による収入 1,399 396

定期預金の純増減額（△は増加） 3 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

442 594

貸付けによる支出 △274 △43

貸付金の回収による収入 352 198

長期未収入金の回収による収入 － 1,183

その他 563 219

投資活動によるキャッシュ・フロー △973 1,722



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △460 1,850

長期借入れによる収入 8,262 3,500

長期借入金の返済による支出 △7,106 △5,615

社債の発行による収入 － 700

社債の償還による支出 △4,375 △2,145

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △174 △182

その他 △59 △200

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,913 △2,092

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,048 2,528

現金及び現金同等物の期首残高 11,722 8,678

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

4 －

現金及び現金同等物の期末残高 8,678 11,206



 該当事項はありません。 

   

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数14社 

当連結会計年度より、新たに設立した㈱廣済堂ワークナビ及び㈱廣済堂埼玉ゴルフ倶楽部を、連結の範囲に含

めております。 

また、従来連結しておりました㈱廣済堂札幌カントリー倶楽部は売却したため、連結の範囲から除外しており

ます。 

なお、㈱廣済堂札幌カントリー倶楽部は４月～９月までの損益計算書のみ連結しております。 

(2）非連結子会社の数２社 

主要な非連結子会社はありません。 

(3）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う額)

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社等の数２社 

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社等の数４社 

非連結子会社２社及び関連会社等２社はいずれも小規模であり、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。 

(3）持分法適用会社等のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、威海三星北越廣済堂包装有限公司、Pt.Lombok Golf Kosaidoの決算日は12月31日でありま

す。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

満期保有目的の債券 ： 償却原価法（定額法）を採用しております。 

その他有価証券 

a. 時価のあるもの 

主として決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定）を採用しております。 

b. 時価のないもの 

主として移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

（ロ）デリバティブ 

時価法 

（ハ）棚卸資産 

商品             ： 主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により評価しております。 

製品及び仕掛品  ： 主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により評価しております。 

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



原材料及び貯蔵品： 主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により評価しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

有形固定資産（リース資産を除く）は、当社及び国内連結子会社は主として定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得している建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。 

在外連結子会社は、主として定額法によっております。 

なお、コース施設に関しては主として在外連結子会社は減価償却を実施しており、当社及び国内連結子会社は

減価償却を行っておりません。  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。  

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

  

(3）重要な引当金の計上基準 

（イ) 貸倒引当金 

主として売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため主として一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（ロ) 賞与引当金 

従業員の賞与金の支払いに備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

（ハ) 返品調整引当金 

出版物の返品による損失に備えるため、返品実績率に基づいて計上しております。 

（ニ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、一部の連結子会社は、主として当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

（ホ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。なお、役員退職慰

労引当金は当社及び一部の連結子会社において計上しております。  

  

(4）重要なヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しており、金利スワップは特例処理を採用しております。 

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 



（ハ）ヘッジ方針 

主として当社資金担当部門の管理のもとに、金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。 

  

(5）その他の重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

また、棚卸資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計期間の負担すべき期間費用として処理しており、

固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産その他として計上し、法人税法の規定する期間にわ

たり償却しております。 

  

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 

  

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

５年間で均等償却しております。 

  

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

  

訴訟 

データ編集システム変更業務の受託会社から、当社を被告とする未払委託費を請求する損害賠償請求（143百万

円）訴訟が提起されました。現在東京地方裁判所で審理（調停）が行われており係争中であります。  

当社の創業者、故櫻井文雄氏の相続人の一人により、譲渡を受けた相続財産中の当社子会社株式につき誤信があ

ったとして、譲渡価格の是正を求める訴訟（341百万円）が提起されました。現在、東京地方裁判所で審理中であ

ります。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）



前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  24,922,600  －  －  24,922,600

自己株式         

普通株式  4,026  1,092  －  5,118

1,092

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  24,922,600  －  －  24,922,600

自己株式         

普通株式  5,118  360  －  5,478

360



前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の決定にあたっては、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき、印刷関連事

業、人材関連事業、出版関連事業、葬祭関連事業及びゴルフ場関連事業に区分しております。 

（事業区分の変更） 

従来、セグメントの事業区分は、「印刷関連事業」、「出版関連事業」、「葬祭関連事業」、「ゴルフ関

連事業」の４区分によっておりましたが、当連結会計年度より「印刷関連事業」、「人材関連事業」、「出

版関連事業」、「葬祭関連事業」、「ゴルフ関連事業」の５区分に変更しました。 

この変更は、事業の多様化から事業区分の見直しを行い従来の「出版関連事業」を「人材関連事業」と

「出版関連事業」に区分し、より明確に連結グループの事業内容を開示するためのものであります。 

この結果、従来の方法に比較して当連結会計年度の出版関連事業の売上高は 百万円減少し、営業利

益は 百万円増加しております。 

２．主要な製品の名称 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の管理部門に係

る費用であります。 

当連結会計年度        百万円 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）及び管理部門に係る資産等であります。 

当連結会計年度      百万円 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
印刷関連
事業 
（百万円） 

人材関連
事業 
（百万円）

出版関連
事業 
（百万円）

葬祭関連
事業 
（百万円）

ゴルフ場
関連事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

 27,039  5,009  3,159  7,832  3,317  46,358  －  46,358

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 1,586  75  2  －  53  1,718  △1,718  －

計  28,626  5,085  3,161  7,832  3,370  48,076  △1,718  46,358

営業費用  27,229  6,187  3,327  5,255  3,443  45,443  △943  44,499

営業利益又は営業損
失（△） 

 1,396  △1,102  △165  2,577  △72  2,633  △775  1,858

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

                

資産  36,573  2,046  3,052  35,835  20,857  98,366  △7,902  90,463

減価償却費  1,272  56  13  1,046  228  2,616  21  2,638

減損損失  －  －  －  －  481  481  －  481

資本的支出  1,510  60  17  1,342  210  3,142  1  3,144

5,085

1,102

セグメント区分 主要製品名 

印刷関連事業 出版印刷物、商業印刷物、公共関連印刷物等 

人材関連事業 無料求人情報誌の発行、求人情報サイトの運営、人材紹介等 

出版関連事業 書籍、雑誌の出版及び販売 

葬祭関連事業 斎場経営等 

ゴルフ場関連事業 ゴルフ場経営等 

853

1,116



５．会計方針の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）．（ハ）に記載のとおり、当連結会計年

度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用して

おります。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

６．追加情報 

（有形固定資産資産の耐用年数の変更） 

国内連結子会社の一社において一部の機械装置については、従来、耐用年数を16年としておりましたが、

財務省令第52号「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」が平成20年４月１日以後

開始する連結会計年度から適用することができることになったことに伴い、経済的耐用年数を見直した結

果、当連結会計年度より耐用年数を６年に変更しております。これにより、当連結会計年度に与える影響と

して、葬祭関連事業の営業利益が 百万円減少しております。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の決定にあたっては、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき、印刷関連事

業、人材関連事業、出版関連事業、葬祭関連事業及びゴルフ場関連事業に区分しております。 

240

  
印刷関連
事業 
（百万円） 

人材関連
事業 
（百万円）

出版関連
事業 
（百万円）

葬祭関連
事業 
（百万円）

ゴルフ場
関連事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

 23,541  2,605  2,977  7,780  2,836  39,743  － 39,743

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

 1,335  2,272  7  －  17  1,363  △1,363  －

計  24,877  2,607  2,985  7,780  2,854  41,106  △1,363 39,743

営業費用  23,829  3,495  3,048  5,127  2,877  38,377  △652  △37,725

営業利益又は営業損
失（△） 

 1,048  △887  △63  2,653  △23  2,728  △710  2,017

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

                

資産  35,546  1,600  2,833  37,408  12,660  90,048  △6,970  83,077

減価償却費  1,315  49  13  979  198  2,557  17  2,575

減損損失  －  －  －  －  －  －  8  8

資本的支出  1,779  2  31  914  249  2,977  10  2,988



２．主要な製品の名称 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の管理部門に係

る費用であります。 

当連結会計年度        百万円 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）及び管理部門に係る資産等であります。 

当連結会計年度       百万円 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

セグメント区分 主要製品名 

印刷関連事業 出版印刷物、商業印刷物、公共関連印刷物等 

人材関連事業 無料求人情報誌の発行、求人情報サイトの運営、人材紹介等 

出版関連事業 書籍、雑誌の出版及び販売 

葬祭関連事業 斎場経営等 

ゴルフ場関連事業 ゴルフ場経営等 

788

855

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



当連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（有価証券関係）

種類 
連結貸借対照表計上

額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1）株式  2,041  1,251  789

(2）債券  －  －  －

(3）その他  125  104  21

小計  2,167  1,356  810

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式  109  157  △48

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  109  157  △48

合計  2,276  1,513  762

2,935

種類 売却額（百万円） 
売却益の合計額 

（百万円） 
売却損の合計額 

（百万円） 

株式 369 362 3

合計  369 362 3



 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、デリバティブ取引、退職給付、賃貸等不動産に関する注記事項

については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額     円 銭412 61

１株当たり当期純損失金額 円 銭59 33

１株当たり純資産額     円 銭392 71

１株当たり当期純損失金額 円 銭23 73

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当期純損失（△）（百万円）  △1,478   △591

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円）  △1,478  △591

期中平均株式数（千株）  24,918  24,917



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,835 3,624

受取手形 3,065 2,621

売掛金 5,809 4,866

商品及び製品 8 20

仕掛品 512 392

原材料及び貯蔵品 53 42

前払費用 210 188

短期貸付金 461 652

未収入金 402 384

その他 517 1,146

貸倒引当金 △1,413 △1,813

流動資産合計 14,464 12,127

固定資産   

有形固定資産   

建物 15,035 14,618

減価償却累計額 △9,292 △9,272

建物（純額） 5,743 5,345

構築物 648 386

減価償却累計額 △500 △300

構築物（純額） 147 85

機械及び装置 13,677 12,260

減価償却累計額 △11,558 △10,386

機械及び装置（純額） 2,119 1,873

車両運搬具 88 74

減価償却累計額 △78 △69

車両運搬具（純額） 9 5

工具、器具及び備品 1,181 1,229

減価償却累計額 △618 △707

工具、器具及び備品（純額） 562 521

土地 11,541 10,463

リース資産 422 1,294

減価償却累計額 △44 △192

リース資産（純額） 378 1,101

コース勘定 1,957 －

有形固定資産合計 22,460 19,398

無形固定資産   

借地権 541 539

ソフトウエア 578 557



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

リース資産 74 109

その他 49 49

無形固定資産合計 1,244 1,255

投資その他の資産   

投資有価証券 3,106 2,920

関係会社株式 7,268 7,635

長期貸付金 513 308

破産更生債権等 － 2,422

長期前払費用 153 101

その他 2,170 260

貸倒引当金 △2,062 △2,331

投資その他の資産合計 11,150 11,317

固定資産合計 34,855 31,971

繰延資産   

社債発行費 32 35

繰延資産合計 32 35

資産合計 49,351 44,133

負債の部   

流動負債   

支払手形 291 221

買掛金 2,931 2,501

短期借入金 13,711 14,757

1年内返済予定の長期借入金 5,396 5,288

1年内償還予定の社債 1,795 790

リース債務 111 233

未払金 757 1,269

未払費用 256 211

未払法人税等 74 38

前受金 105 92

預り金 50 49

前受収益 19 15

賞与引当金 535 387

その他 6 38

流動負債合計 26,043 25,894

固定負債   

社債 1,700 1,260

長期借入金 14,623 12,638

リース債務 365 1,035

繰延税金負債 235 301

役員退職慰労引当金 249 260



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

預り入会金 3,349 －

再評価に係る繰延税金負債 1,091 1,012

その他 161 590

固定負債合計 21,777 17,098

負債合計 47,821 42,993

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,806 9,806

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △7,528 △7,971

利益剰余金合計 △7,528 △7,971

自己株式 △4 △4

株主資本合計 2,274 1,830

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 343 439

土地再評価差額金 △1,087 △1,129

評価・換算差額等合計 △743 △690

純資産合計 1,530 1,139

負債純資産合計 49,351 44,133



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高 32,880 27,214

売上原価   

製品売上原価 24,413 20,211

売上総利益 8,467 7,002

販売費及び一般管理費   

運搬費 946 687

役員報酬 235 217

給料及び賞与 3,603 2,087

法定福利費 494 327

減価償却費 202 198

広告宣伝費 412 131

その他 3,144 3,926

販売費及び一般管理費合計 9,040 7,576

営業損失（△） △572 △573

営業外収益   

受取利息 32 22

受取配当金 352 355

受取賃貸料 435 350

受取手数料 6 4

その他 226 125

営業外収益合計 1,054 858

営業外費用   

支払利息 765 762

社債利息 60 32

支払手数料 80 56

賃貸費用 379 267

その他 59 34

営業外費用合計 1,346 1,154

経常損失（△） △864 △869

特別利益   

固定資産売却益 48 11

貸倒引当金戻入額 1,053 －

関係会社株式売却益 － 615

投資有価証券売却益 － 362

その他 149 25

特別利益合計 1,251 1,015



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 86 70

貸倒引当金繰入額 18 195

投資有価証券評価損 1,224 －

関係会社株式評価損 1,322 111

その他 329 146

特別損失合計 2,981 523

税引前当期純損失（△） △2,595 △376

法人税、住民税及び事業税 38 10

法人税等調整額 △522 △7

法人税等合計 △483 3

当期純損失（△） △2,111 △380



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,806 9,806

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,806 9,806

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,451 －

当期変動額   

資本準備金の取崩 △2,451 －

当期変動額合計 △2,451 －

当期末残高 － －

その他資本剰余金   

前期末残高 2,111 －

当期変動額   

資本準備金の取崩 2,451 －

欠損填補 △4,563 －

当期変動額合計 △2,111 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 4,563 －

当期変動額   

欠損填補 △4,563 －

当期変動額合計 △4,563 －

当期末残高 － －

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △10,574 △7,528

当期変動額   

欠損填補 4,563 －

当期純損失（△） △2,111 △380

土地再評価差額金の取崩 594 △62

当期変動額合計 3,046 △443

当期末残高 △7,528 △7,971

利益剰余金合計   

前期末残高 △10,574 △7,528

当期変動額   

欠損填補 4,563 －



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当期純損失（△） △2,111 △380

土地再評価差額金の取崩 594 △62

当期変動額合計 3,046 △443

当期末残高 △7,528 △7,971

自己株式   

前期末残高 △3 △4

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △4 △4

株主資本合計   

前期末残高 3,791 2,274

当期変動額   

当期純損失（△） △2,111 △380

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 594 △62

当期変動額合計 △1,517 △443

当期末残高 2,274 1,830

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 713 343

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △369 95

当期変動額合計 △369 95

当期末残高 343 439

土地再評価差額金   

前期末残高 △492 △1,087

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △594 △42

当期変動額合計 △594 △42

当期末残高 △1,087 △1,129

評価・換算差額等合計   

前期末残高 220 △743

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △964 52

当期変動額合計 △964 52

当期末残高 △743 △690



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 4,012 1,530

当期変動額   

当期純損失（△） △2,111 △380

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 594 △62

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △964 52

当期変動額合計 △2,481 △390

当期末残高 1,530 1,139



 該当事項はありません。 

   

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）関係会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2）その他有価証券 

（イ）時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

（ロ）時価のないもの 

主として移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

  

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法 

  

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品及び仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価してお

ります。 

(2）原材料及び貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価

しております。  

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）：定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）：定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(3）リース資産 ：所有権移転外ファイナンス・リース取引 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

(4）長期前払費用：定額法 

  

５．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

償還期限以内で均等償却をしております。 

６．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を 

計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与金の支払いに備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針



  

７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップは特例処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(3）ヘッジ方針 

資金担当部門の管理のもとに、金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行

っております。 

  

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の処理は、税抜方式を採用しております。 

  

訴訟 

データ編集システム変更業務の受託会社から、当社を被告とする未払委託費を請求する損害賠償請求（143百万

円）訴訟が提起されました。現在東京地方裁判所で審理（調停）が行われており係争中であります。  

当社の創業者、故櫻井文雄氏の相続人の一人により、譲渡を受けた相続財産中の当社子会社株式につき誤信があ

ったとして、譲渡価格の是正を求める訴訟（341百万円）が提起されました。現在、東京地方裁判所で審理中であ

ります。 

役員の異動(平成22年６月29日付予定）  

(1）代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

(2）その他役員の異動 

①新任取締役候補（６月29日開催予定の定時株主総会にて選任予定） 

取締役 井並 敏光（現 経営企画イニシアティブ執行役員） 

②退任予定取締役（６月29日開催予定の定時株主総会終結時） 

専務取締役 上田 繁儀 

常務取締役 熊原 章五 

取締役   枝本 明 

取締役   橋形 正年 

取締役   山下 元雄 

社外取締役 小佐野 隆正 

社外取締役 稲葉 威雄 

  

注記事項

（貸借対照表関係）

６．その他
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